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ショーケース施設を通じた
我が国の技術・経験のPR

（北九州市 ビジターセンター）

カンボジア・フンセン首相

横浜市

埼玉県

川崎市

東京都

大阪市

福岡市

北九州市

神戸市

日本下水道事業団

滋賀県

事務局

仙台市

2009年のアジア・太平洋水フォーラム(APWF)において、サニテーション分野におけるKnowledge Hub
として、日本サニテーションコンソーシアム(JSC) が登録され、我が国技術の情報集約や発信等を実施。

さらに、海外展開に先進的に取り組む地方公共団体等とともに、水・環境ソリューションハブ（WES-
Hub）を設立し、我が国技術のみならず、我が国の下水道インフラ等の運営ノウハウや人材育成等に関

する経験を国内で共有し、JSCを通じて発信してきた。

2019年度には、名古屋市が新たに参画し、AAA都市・機関として現在12団体が登録されている。

地方公共団体が有する下水道インフラの運営ノウハウ等の情報発信 水・環境ソリューションハブ（WES-Hub）

Cooperation 連携

海外展開支援・
官民連携等の推進と

経験の共有

Learning 人材育成

水インフラの運営ノウハウ
や水問題等の解決に関する
経験を海外向けに発信

海外展開支援や国際業務に
関する経験の共有

Technology 技術

先進的な技術開発のための
フィールドの提供と本邦技術の

ショーケース化

2018年 国際業務虎の巻

2019年 データブック集の作成

名古屋市

ベトナム国ハノイ市現地職員に
対する技術指導（横浜市）

WES-HubのAAA都市による海外要人の訪日視察・研修対応

海外から各種視察や研修に関する要望等を受けた際には、相手国中央・地方政府のニーズを確認の上、

ニーズに適したソリューションを提供可能なAAA都市・機関等を紹介。

研修対応の例
「課題別研修(下水道・都市排水マネジメント)」の例(JICA東京)

9カ国※9名を対象に、下水道事業全般に関する講義・
演習、施設見学を実施。 ※ベトナム、ミャンマー、フィリピン、カンボジア、トルコ

「国別研修(下水道経営研修)」の例(JICA関西)

ベトナム国※8名を対象に、持続的な運営管理に資する講
義や施設見学等を実施。 ※建設省やホーチミン市等の７都市

講義
大阪市職員等がストックマネジメント、浸水
対策や官民連携等に関する講義を実施。

施設見学
大阪市 平野下水処理場汚泥炭化炉

／長堀抽水所雨水滞水池
大阪府 津波・高潮ステーション

講義・演習
国土交通省下水道部、 下水道協会、日
本下水道事業団、JSC、東京都下水道
局等が下水道法や行財政に関する講義、
水処理施設、管渠の設計演習等を実施。
施設見学
東京都 和田弥生幹線、下水道技術実習
センター、さいたま市下水処理センター、
さいたま市大宮南部浄化センター、仙台
市定義浄化センター、仙台市秋保温泉
浄化センター

視察対応の例
ベトナム建設省の訪日対応(川崎市)
MOC技術インフラ局が下水道展やアジア汚水管理
パートナーシップ運営委員会に参加するため訪日。下
水道と浄化槽を組合せた視察の要望により、川崎市
施設の浄化槽、汚泥処理場、下水処理場等を視察。

施設見学
視察先：川崎マリエン（浄化槽）、入江崎クリーンセンター（汚泥処理）、

入江崎水処理センター（下水処理）

インド国ムンバイ市の訪日対応(横浜市)
横浜市の姉妹都市であるインド国ムンバイ市の行政
長官補等が、大規模な雨水貯留管を活用した浸水対
策に関する知見共有を求めて来訪。横浜市の対策に
関する講義及び施設の視察を実施。

施設見学
横浜市北部第二水再生センター、第二ポンプ

川崎市施設見学（川崎マリエン） 横浜市施設見学(第二ポンプ)
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WES-HubのAAA都市によるソフト施策の支援 市民啓発活動の例

下水道整備が遅れている国・都市において、下水道事業を進展させるためには、水環境改善の重要性や下
水道事業の有用性に対する理解促進が必要である。

国土交通省では、一般市民の下水道や水循環に対する理解醸成を目的に、カンボジアやミャンマーにおい
て市民啓発活動を実施。

日本の地方公共団体や現地政府機関などと連携して実施することで、広報・啓発活動のノウハウを移転。

日・カンボジア キズナフェスティバル（2019.2）

国交省・北九州市のブース

【主な出展内容】
・プノンペンの水環境、日本の下水道等に係るパネル展示
・下水道や水循環に関するアニメの上映（クイズ付）
・来場者の下水道や水環境に対する意識調査（アンケート）
・本邦技術の模型展示

一般市民向けアニメーション動画
（現地在住の日本人クリエーターが作成）

※動画は下水道グローバルセンター（GCUS）のHPで公開

（動画URL）https://youtu.be/WMhDpw7f20s

日・ミャンマー プエドー（2020.2）

国交省・ＹＣＤＣによる展示ブース
（多くの市民が来場）

【主な出展内容】
・水循環の仕組みや下水道の効果に関するポスター展示
・ヤンゴンで活動する大阪市・福岡市やGCUS企業のＰＲ
・下水道や水循環に関するアニメーション動画の上映
・来場者の下水道や水環境に対する意識調査（アンケート）

説明担当のYCDC職員と
来場者への意識調査結果

ヤンゴン市開発委員会(YCDC)職員が積極的に下水道をＰＲ！！

【参考】本邦技術を活用した海外水ビジネス案件形成のための取組

○ アジア汚水管理パートナーシップ※（ＡＷａＰ）／政府間対話

⇒海外の政府機関とともに、下水道整備の優先度を向上
※参加国：カンボジア、インドネシア、ミャンマー、フィリピン、ベトナム、日本

○ ソフト施策の支援
⇒啓発活動のノウハウを移転し、市民理解の向上を促進

汚水管理の主流化（汚水処理を政策課題の上位に位置づけ）

○ 地方自治体、日本下水道事業団と連携した事業支援

⇒海外インフラ展開法に基づき、民間企業の進出を支援

案件形成段階から事業運営までの支援（事業の自立を支援）

○ 下水道技術海外実証事業

⇒海外で技術を実証し、適応性・操作性、効果などをＰＲ

○ 本邦研修／セミナー

⇒実施設の視察やプレゼンを通じて技術の有用性をＰＲ

本邦技術の理解醸成

○インフラシステム輸出戦略（令和元年6月 経協インフラ戦略会議決定）等を踏まえ、本邦下水道技術の国際展開

を積極的に支援。

○下水道インフラは、汚水・汚泥処理や管路の新設・更新など多岐に渡っていることに加え、国・都市毎に状況が

異なるため、ニーズに合わせたきめ細かなプロジェクト形成が不可欠。

○下水道インフラの輸出に向け、我が国企業の進出意欲が高いアジアを中心に、下水道に係る意識向上や本邦

技術の理解向上、日本下水道事業団等と連携した案件形成などに取組む。

案件発掘

案件形成

詳細設計

建設・維持管理

新規案件形成

汚水管理の主流化
→ 案件形成を加速

本邦技術の理解醸成
→ スペックイン

事業運営などの支援
→ 持続的な信頼関係

次のステップへ

現地条件に適った設計
→ 本邦企業の参入促進

＜事業の流れ／日本の関与＞
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汚水管理の主流化

アジア汚水管理パートナーシップ
エィワップ

（Ａ Ｗ ａ Ｐ）

アジア汚水管理パートナーシップ(AWaP）の目的

汚水管理の意識向上 
国際社会・各国各層における「汚水管理」の

浸透・政策優先順位の向上させる
継続的に水環境改善・地域経済に貢献する

「持続可能な汚水管理」を普及する

汚水管理の意識向上 
国際社会・各国各層における「汚水管理」の

浸透・政策優先順位の向上させる
継続的に水環境改善・地域経済に貢献する

「持続可能な汚水管理」を普及する

1

汚水管理のモニタリング
各国の水環境の状況・汚水管理普及のために

必要な情報を共有する

汚水管理のモニタリング
各国の水環境の状況・汚水管理普及のために

必要な情報を共有する

2

共通課題の解決
各国共通の課題を解決するための、

モデルやガイドラインを作成、共有する

共通課題の解決
各国共通の課題を解決するための、

モデルやガイドラインを作成、共有する

3

2018年7月の第一回総会の様子(北九州市)

◆ＳＤＧｓの目標達成に貢献するため、アジアの汚水管理の主流化を目指したＡＷａＰを2018年7月に設立。

A W a P の 組 織 体 制

事 務 局 ( 国 土 交 通 省 /  環 境 省 )

日本日本ｲﾝﾄﾞﾈｼｱｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾐｬﾝﾏｰﾐｬﾝﾏｰ ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾌｨﾘﾋﾟﾝ ﾍﾞﾄﾅﾑﾍﾞﾄﾅﾑ

パ ー ト ナ ー 国

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱｶﾝﾎﾞｼﾞｱ

【参考】

本邦技術の理解醸成

下水道技術海外実証事業WOW TO JAPANプロジェクト
◆ 下水道を含む水インフラの海外展開は、我が国の成長戦略に位置づけられており、国土交通省としても積極的に取り組みを進めている。

◆ 本プロジェクトでは、海外諸国のニーズに適った我が国技術の実証試験やセミナーを通じ、技術の適応性・有効性を確認するとともに、

現地関係者に技術の理解醸成を図り、我が国下水道技術の普及を目指すもの。

H30採択技術
実証技術：ＤＨＳ法を用いたエネルギー最小型下水処理ユニット
実施体制：㈱ＮＪＳＣ、三機工業㈱、東北大学、長岡技術科学大学
技術概要：散水ろ床法の担体をスポンジにしたもの。標準活性汚泥法

と比べ省エネ・運転維持管理を実現。タイ王国で実証。

実証技術：ＤＨＳ法を用いたエネルギー最小型下水処理ユニット
実施体制：㈱ＮＪＳＣ、三機工業㈱、東北大学、長岡技術科学大学
技術概要：散水ろ床法の担体をスポンジにしたもの。標準活性汚泥法

と比べ省エネ・運転維持管理を実現。タイ王国で実証。

実証技術：渦流式水面制御による合流管渠の水質改善
実施体制：日本工営株式会社
技術概要：下水中に渦を発生させることで、ゴミ等の浮遊物の公共用

水域への流入を防ぐ技術。簡単な構造であり、容易な維持
管理を実現。英国で実証。

実証技術：渦流式水面制御による合流管渠の水質改善
実施体制：日本工営株式会社
技術概要：下水中に渦を発生させることで、ゴミ等の浮遊物の公共用

水域への流入を防ぐ技術。簡単な構造であり、容易な維持
管理を実現。英国で実証。

２）浮遊物を引き込む
渦を発生させる

１）ガイドウォール／制御盤を設置

汚水管渠
（下水処理場へ）放流管渠

（公共用水域へ）

合流管渠

汚水管渠
（下水処理場へ）放流管渠

（公共用水域へ）

合流管渠○
対
策
前

○
対
策
後

浮遊物の流れ

R1採択技術
実証技術：排水ポンプ車を活用した浸水対策
実施体制：㈱クボタ
技術概要：特殊水中ポンプ等の排水作業に必要な機材を全て搭

載した排水ポンプ車を利用し、局所的な浸水に対して、
被害の低減を図る。ミャンマー国で実証。

実証技術：ｸﾗｳﾄﾞGISを活用した下水管路情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備・構築
実施体制：㈱ｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ・川崎市上下水道局・㈱建設技研ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
技術概要：クラウドGISを活用し個々のPCやメディア、書庫等に保存・

保管された既存の下水道関連情報を共有できる環境を低コ
ストで実現する。インドネシア国で実証。

【参考】

-65-



案件発掘 案件形成 詳細設計 建設・維持管理
汚水管理の主流化

→ 案件形成を加速

事業実施計画案の策定支援

→ 本邦技術の活用拡大

現地条件に適った設計

→ 本邦企業の参入促進

事業運営などの支援

→ 持続的な信頼関係

次のステップへ

事 務 局 ( 国 土 交 通 省 / 環 境 省 )

日本日本ｲﾝﾄﾞﾈｼｱｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾐｬﾝﾏｰﾐｬﾝﾏｰ ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾌｨﾘﾋﾟﾝ ﾍﾞﾄﾅﾑﾍﾞﾄﾅﾑ

パ ー ト ナ ー 国

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱｶﾝﾎﾞｼﾞｱ

アジア汚水管理パートナーシップ

汚水処理事業実施の課題・ニーズの把握

汚水管理を一層促進するためのアジア諸国の下
水道事業実施に必要となる技術支援等を通じて事
業実施に係る課題やニーズを把握。

汚水処理方策の検討、ケーススタディの実施

各国の課題やニーズを把握し、同ニーズを満たす本邦技術を整理し、
課題解決に向けた方策検討を行う。具体的な都市を選定の上、ケース
スタディを実施し、相手国政府等への提案を実施。

課題・ニーズの把握のイメージ

電力供給が不安定なの
で、省電力の汚水処理技
術が欲しい！

都市部だけでなく地方部
も、一体的に整備したい
！

一刻も早く、水環境を改
善したい！

課題解決方策のイメージ

省電力システムの導入

・電気の安定供給に課題がある国に配慮した省電力シス

テムの活用方策を検討。

下水道と浄化槽を組み合わせた処理

早期に着手すべきエリアは、浄化槽を先行設置し、長期

的には下水道を整備し、接続可能なタイミングで置き換える

整備方策を検討。

省電力システム

下水道（集中処理） 浄化槽（分散処理）

〇世界の下水道市場は2013年（約30兆円）から2020年（約39兆円）で約３割増という高い成長率が見込まれる。

〇下水道事業は、相手国政府等の選択に応じて採用技術が決定されることから、汚水処理方策の検討や相手国

政府への提案には、日本側も公的な信用力等が求められる。

〇公的機関としての信用力を有する日本下水道事業団に、海外の下水道事業実施に係る課題・ニーズ調査や方

策検討・提案等を行わせることにより円借款等を活用した下水道事業の実施を促す。

案件形成段階の支援の例

汚水処理事業に関するニーズ調査、ケーススタディの実施

案件形成段階における支援の例(下水道部発注業務)

事業の流れ

【参考】
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